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資料1次世代ネットワークモデルにおける電話サービス

固定電話固定電話 パソコン 情報家電 ＰＣ 携帯電話

ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．２０１１ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｙ．２０１１ ＮＧＮモデルＮＧＮモデルレイヤー型競争モデルレイヤー型競争モデル

■転送機能：ＩＰプロトコルを基本としたパケット型統合網を想定

■サービス付与機能：電話の基本・付加接続機能やテレビ電話、
コンテンツ配信などのサービス固有機能を提供

（注）両者のレイヤーは必ずしも対応しているものではない。
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次世代ネットワークにおいては、電話サービスは様々なアプリケーションのうちの一サービスとして位置づけられる。次世代ネットワークにおいては、電話サービスは様々なアプリケーションのうちの一サービスとして位置づけられる。
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ブロードバンド全体の加入数は、都市部などの一部の地域でＡＤＳＬ契約数が引き続き減少傾向（０６年１２月末から約２２．３
万の減）であるが、光ファイバ（ＦＴＴＨ）の伸びは、対前年度比で約１．５倍の約９６６万加入に増加している。（ブロードバンド総加
入者数は約２，７１５万加入）

ブロードバンド全体の加入数は、都市部などの一部の地域でＡＤＳＬ契約数が引き続き減少傾向（０６年１２月末から約２２．３
万の減）であるが、光ファイバ（ＦＴＴＨ）の伸びは、対前年度比で約１．５倍の約９６６万加入に増加している。（ブロードバンド総加
入者数は約２，７１５万加入）

※2004年5月末までは任意調査、2004年6月末より改正電気通信事業報告規則に基づく調査。

ブロードバンドサービスの加入契約状況
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光ファイバ光ファイバ (FTTH)(FTTH)
○○加入者数加入者数 ：： 966966..33万万

○事業者数○事業者数 ：： 114545社社
（（20020077年年66月末現在）月末現在）

無線無線
○加入者数：○加入者数： 1.1.33万万

○事業者数：○事業者数： 2727社社

（（20020077年年66月末現在）月末現在）

ＡＡＤＳＬＤＳＬ
○加入者数○加入者数 ：： 11,,378378..66万万

○事業者数○事業者数 ：： 4747社社

（（20020077年年66月末現在）月末現在）

ケーブルインターネットケーブルインターネット
○加入者数○加入者数 ：： 36369.19.1万万

○事業者数○事業者数 ：： 337575社社

（（20020077年年66月末現在）月末現在）
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ＦＴＴＨの契約数
がケーブルイン
ターネットを逆転
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■ NTT加入電話の契約数の減少が進む一方、０ABJ-IP電話等の契約数は大幅に増加し、IP電話へのマイグレーションが顕著。

■ ０７年３月末現在で、０ABJ-IP電話の契約数が直収電話の契約数を逆転。

加入電話等の契約数の推移

注１：加入電話とは、NTT加入電話（ISDNを含む）、直収電話（直加入、新型直収、直収ISDNの合計）、OABJ－IP電話、CATV電話をいう。

注２：０ABJ－IP電話は、利用番号数をもって契約数とみなしている。

（万契約） （万契約）

加入電話（左軸）

内訳：ＮＴＴ加入電話（左軸）

内訳：0ABJ-IP電話（右軸）

内訳：CATV電話（右軸）

内訳：直収電話（右軸）



資料4地方公共団体によるブロードバンドサービスの提供事例

地域の例地域の例提供パターン提供パターン 参考ＵＲＬ参考ＵＲＬ提供方式提供方式開始時期開始時期

岡山県新見市

宮崎県木城町

秋田県由利本荘市
(旧矢島町)

福島県原町市、自治体のインフラを利用して40MbpsのFWAサービス
http://internet.watch.impress.co.jp/www/article/2003/0613/nttfwa.htm

福島県南相馬市
(旧原町市)

秋田県矢島町、総務省のモデル事業で町内に光アクセス網
http://internet.watch.impress.co.jp/www/article/2002/1003/yashima.htm

日経デジタルコア「山間の町が日本最大の光ブロードバンドの町に」
http://www.nikkei.co.jp/digitalcore/local/13/

ＦＴＴＨ

ＦＷＡ

ＦＴＴＨ

Ｈ１９

Ｈ１７

Ｈ１５

Ｈ１５
①自治体が敷設した光ファイバまたはＦＷＡを

通信事業者がＩＲＵで借り受け、通信事業
者が自治体に対して「特定地域向けＩＰデー
タ通信網サービス」を提供し、自治体が住

民にインターネット接続サービスを提供

②自治体が敷設した光ファイバを通信事業
者がＩＲＵで借り受け、通信事業者がブロー
ドバンドサービスを提供

北海道ニセコ町

福島県磐梯町

ニセコ町の誘致活動（IRU契約でＢフレッツ開始へ）
http://www.ftta.net/archives/000957.htmlＦＴＴＨＨ１６

磐梯町光ファイバー網設備整備事業
http://www1.town.bandai.fukushima.jp/t_optical/opti_project_03.htmＦＴＴＨＨ１７

山形県酒田市
(旧八幡町)

加入者系光ファイバ網通信事業（e-なかネット）
http://www.city.sakata.yamagata.jp/Contents/ePage.asp?CONTENTNO=1944ＦＴＴＨＨ１７

③自治体が敷設した光ファイバを通信事業
者がＩＲＵで借り受け、通信事業者がイン
ターネット接続／ＩＰ電話／ＩＰ告知を提供、
自治体がＣＡＴＶ／行政サービスを提供

ＦＴＴＨ
２芯

岡山県新見市と「ラストワンマイル事業」の協力通信事業契約を締結
http://www.softbanktelecom.co.jp/release/2006/mar/0322/index.html

新見市ラストワンマイル事業について
http://www.city.niimi.okayama.jp/usr/johoseisaku/lastone/index.html

○地方自治体が敷設した加入者系アクセス網を利用して、住民に電気通信サービスを提供する事例を類型化した。

・加入者系アクセス網： 提供方式として、ＦＴＴＨ、ＦＷＡがある。更にＦＴＴＨは、世帯当たり１芯または２芯がある。
・住民へのサービス提供主体：自治体、通信事業者のいずれかである。
・提供サービス： インターネット接続、ＩＰ電話、ＩＰ告知、ＣＡＴＶなどがあり、自治体及び住民のニーズによって選択される。
・提供料金： 地域やサービス種別によって区々であるが、通信事業者が提供する同種サービスと概ね同等程度である。
・通信事業者： 住民に直接サービス提供、自治体からのサービス運営受託のいずれかの形態である。

（注）提供事業者はＮＴＴ東西（岡山県新見市を除く。）



資料5新たな無線アクセスの導入に向けた取組みの状況

UWB
(Ultra Wide Band)

無線LAN FWA
(Fixed Wireless Access)

広帯域移動無線
アクセス

(WiMAX､次世代PHS等)

通信距離・速度

周波数帯

概要

我が国における
取組動向

数十～数百m・最大54Mbps 数百～数km・最大156Mbps

2.4GHz帯、5GHz帯
18GHz帯､22GHz帯､26GHz帯､
38GHz帯、60GHz帯

家庭内・オフィス内等の構内

回線

無線スポット等のインターネッ

ト接続回線

家庭内･オフィス内までのイン

ターネット接続回線

ビル間中継等の専用回線

９２年に2.4GHz帯において導入し、

それ以降、国際標準規格の策定等

にあわせ、５GHz帯の追加（００年、０

５年）等を行い、０６年度中に5,6GHz

帯を、免許不要で屋内外で利用可

能な無線LAN用の周波数帯域として

開放予定

５ＧＨｚ帯の高出力無線LANについ

ては、登録制導入（０５年）

100Mbps以上の伝送速度を実現す

る高速無線LANの技術的条件につ

いて、０７年６月に関係省令等を整

備済

９８年に22GHz帯、26GHz帯、

38GHz帯において導入し、それ以

降、60GHz帯の導入（００年）、

26GHz帯の追加（０１年）、18GHz

帯の追加（０３年）等を行ってきた

ところ

10m程度以下・最大数百Mbps

3～10GHz帯

パソコン周辺機器間の高

速ファイル転送

ホームサーバからTVディ

スプレイ、スピーカ等への

ストリーミング伝送

０６年３月、情報通信審議会よ

り、UWB無線システムの技術

的条件について一部答申され

たところ

当該答申を受け、０６年８月に、

UWB導入のための関係省令

等を整備

数km程度・最大20～30Mbps

2.5GHz帯

自宅や職場から持ち出した
パソコンをどこでもブロードバ
ンド環境で使用可能とする無
線アクセス

条件不利地域における有線
ブロードバンドの代替システム

０５年１２月、ワイヤレスブロード
バンド推進研究会よりワイヤレス
ブロードバンドの具体的システム、
導入シナリオ、周波数帯等につ
いて報告書をとりまとめ

０６年１２月に、情報通信審議会

において広帯域移動無線アクセ

スの技術的条件の答申

０７年内を目途に開設計画認定

（事業者決定）を行う予定
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○ ２００５年６月、固定・携帯等、アクセスに拠らない固定移動統合網（ウルトラ３Ｇ）の構築について発表
※ ウルトラ３Ｇとは・・・アクセス回線には依存しない、固定・移動網を統合した将来的なネットワークシステムのこと。全IPのネットワークバックボーンにて構成されIPv6を採用

○ 次世代ネットワーク（端末機器からネットワークまで一貫してＩＰ化したネットワーク）を構築
○ 「メタルから光」「固定電話網から次世代ネットワーク」「メタルから光」「固定電話網から次世代ネットワーク」へ切り替えることとし、その方針を２０１０年までに策定２０１０年までに策定
○ ２０１０年には、３０００万（全加入者６０００万）のお客様が光アクセスと次世代ネットワークにシフト
○ 固定通信事業のコストは、２０１０年に８，０００億円２０１０年に８，０００億円の削減を目標とする（設備投資は、従来の設備投資額と概ね同程度の水準－今後６年間で５兆円－で実施）
○ 次世代ネットワークを活用したソリューションやノントラヒックビジネスにおいて、２０１０年に５,０００億円の売り上げ増を目指す

ＮＴＴ及びＫＤＤＩのＩＰ化への取り組み

「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（2004年11月発表）

「ＮＴＴグループ中期経営戦略の推進について」（2005年11月発表）

○ 光ファイバ・無線をアクセス回線とし、県内／県間、東／西、固定／移動のシームレスなサービス提供をＩＰベースで可能とする次世代ネットワークを、ＮＴＴ東西・ドコモが連携して構築
○ ２００６年度下期から次世代ネットワークのフィールドトライアルを開始し、２００７年度下期に次世代ネットワークによるサービスの本格提供を開始
○ 固定・移動融合（ＦＭＣ）に対応するため、次世代ネットワークの導入により、ＷｉＭＡＸ等のブロードバンド無線技術と組み合わせた、より高度で柔軟な固定・移動間のシームレスな通

信サービスを提供

ＫＤＤＩの固定電話網ＩＰ化計画の概要（2004年9月発表）

○ ２００３年１０月に、ＦＴＴＨにより、映像、高速インターネット、高品質なＩＰ電話の トリプルプレイサービスを提供する「ＫＤＤＩ光プラス」を開始
○ ２００５年２月には、加入者電話回線（メタル回線）をＫＤＤＩのＩＰ網にダイレクトに接続する（ＮＴＴの交換機を経由しない）サービス「ＫＤＤＩメタルプラス」を提供開始
○ 世界に先駆けて固定網のＩＰ化を完了し、ブロードバンドを利用しない加入者にも、ＩＰ技術により低廉なサービスを提供する。具体的には、２００５年度より既存固定電話網の

ＩＰ化に着手し、ソフトスイッチへの置換を２００７年度末までに完了させる
○ 固定電話網をＩＰ化することで、ＩＰ電話系の新しいサービスの導入が容易な環境を構築

ＫＤＤＩのウルトラ３Ｇ構想（2005年6月発表）

ＫＤＤＩ

ＮＴＴ
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１ プライスキャップ規制の制度趣旨

・第一種指定電気通信設備を用いて提供され、競争が十分に進展しておらず、かつ、利用者の利益に及ぼす影響が
大きいサービスに対して料金水準の上限を設けることにより、事業者の経営効率化を促すとともに料金の低廉化
の実現を目的として導入(００年１０月適用開始)。

１ プライスキャップ規制の制度趣旨

・第一種指定電気通信設備を用いて提供され、競争が十分に進展しておらず、かつ、利用者の利益に及ぼす影響が
大きいサービスに対して料金水準の上限を設けることにより、事業者の経営効率化を促すとともに料金の低廉化
の実現を目的として導入(００年１０月適用開始)。

２ プライスキャップ規制対象サービスの料金設定
・サービス区分（バスケット）内の料金を指数化し、一定の期間中の当該指数の上限を基準料金指数として規定。

・ＮＴＴ東西は、バスケット毎に、基準料金指数を下回るものであれば個々の料金は届出で設定が可能。

・基準料金指数を超える料金の設定については、総務大臣の認可が必要。

２ プライスキャップ規制対象サービスの料金設定
・サービス区分（バスケット）内の料金を指数化し、一定の期間中の当該指数の上限を基準料金指数として規定。

・ＮＴＴ東西は、バスケット毎に、基準料金指数を下回るものであれば個々の料金は届出で設定が可能。

・基準料金指数を超える料金の設定については、総務大臣の認可が必要。

３ プライスキャップ規制の対象サービス

・ＮＴＴ東西が提供する固定電話サービス及び専用サービス

３ プライスキャップ規制の対象サービス

・ＮＴＴ東西が提供する固定電話サービス及び専用サービス

【プライスキャップのバスケットと主な対象サービス】

サービス区分（バスケット） 主な具体的料金

音声伝送バスケット ・加入電話・ＩＳＤＮ（市内、市外通話料）・公衆電話（通話料）

加入者回線サブバスケット ・加入電話・ＩＳＤＮ（基本料、施設設置負担金）

専用バスケット ・一般専用サービス、高速デジタル伝送サービス利用料

４ 基準料金指数の設定方法

・基準料金指数は、前適用期間の基準料金指数に生産性向上見込率を加味し、以下の式から求められる。

→基準料金指数の設定に用いる生産性向上見込率は、3年ごとに設定。
０６年１０月～０９年９月については、生産性向上見込率は消費者物価指数変動率と同値に設定。（専用バスケットを除く）

４ 基準料金指数の設定方法

・基準料金指数は、前適用期間の基準料金指数に生産性向上見込率を加味し、以下の式から求められる。

→基準料金指数の設定に用いる生産性向上見込率は、3年ごとに設定。
０６年１０月～０９年９月については、生産性向上見込率は消費者物価指数変動率と同値に設定。（専用バスケットを除く）

基準料金指数＝前適用期間の基準料金指数×（１＋消費者物価指数変動率－生産性向上見込率＋外生的要因）

プライスキャップ規制の概要



資料8加入電話等の料金比較

通話料（平日昼間3分間あたり）
基本料（月額）

ＮＴＴ

東西

ソフトバンク
テレコム

おとくライン

（シンプルプラン：アナログ）
1,500円 1,350円 2,350円 2,200円 2,050円 7.89円

住宅用：14.9円

事務用：7.89円
－

ＫＤＤＩ ひかりｏｎｅ 500円（戸建て） － 8円 －

ＫＤＤＩ

ＮＴＴ

東西

ケイ･オプティ
コム

市内 県内市外 県間

【県内：～60km】

30円

加入料

(負担金)

住宅用 事務用

３級局 ２級局 １級局 ３級局 ２級局 １級局

ダイヤル回線

( )内はライトプラン

1,700円

(1,950円)

1,550円

(1,800円)

1,450円

(1,700円)

2,500円

(2,750円)

2,350円

(2,600円)

2,300円

(2,550円)

プッシュ回線

( )内はライトプラン

1,700円

(1,950円)

1,600円

(1,850円)

2,500円

(2,750円)

2,400円

(2,650円)

8.5円

メタルプラス 1,500円 2,400円（アナログ） 8円

8円

近畿2府4県内：7.4円

近畿2府4県以外：8円

住宅用：15円

事務用： 8円
－

ひかり電話

（基本プラン）
500円（基本プラン：戸建て） 1,300円（オフィスタイプ） －

ｅｏ光

（プラン１）
1,390円（戸建て） － －

【県間：100km～】

80円

〈ＮＴＴコム中継〉

36,000円

（－）

加入電話

（注） 各社ＨＰ資料等を基に総務省作成。また、各料金（税抜）は、０７年４月１日現在のもの。

※1 ※1

※1

※2

※1 ＦＴＴＨｻｰﾋﾞｽへの加入が必須 ※1 ＦＴＴＨｻｰﾋﾞｽへの加入が必須

※1 ＦＴＴＨｻｰﾋﾞｽへの加入が必須

※2 ＦＴＴＨｻｰﾋﾞｽに加入している場合は300円



資料9ブロードバンドの全国整備に向けた支援措置【総務省】

利子助成利子助成

固定資産税の課税標準の圧縮（地方税）固定資産税の課税標準の圧縮（地方税）

・ 光ファイバ、ADSL等のブロードバンド基盤整備のための投資
に係る資金需要に対する低利融資（日本政策投資銀行）

・ 上記低利融資に係る利子につき、情報通信研究機構から事
業者に対する助成金交付（下限金利につき、過疎地等優遇あり）

・ 光ファイバ、DSL等のブロードバンド整備時の資金借入等につい
ての情報通信研究機構による債務保証

低利融資低利融資

税制優遇措置税制優遇措置

債務保証債務保証

２．交付金、補助金の交付：
地方自治体に対する支援

２．交付金、補助金の交付：
地方自治体に対する支援

交付金交付金

・ 地域の教育、行政、福祉、医療、防災等の高度化を図るために学校、図
書館、公民館、市役所等を高速・超高速で接続する地域公共ネットワーク
の整備に対する支援

・ 地域の特性に応じた情報通信基盤を整備し、情報格差の解消を行う地方
自治体等に対し、有線・無線を問わない幅広い支援対象による補助を実施

・ 地方単独事業としてこれらの事業を行う場合等につき、地域活性化事業債、
過疎対策事業債の起債が可能

○ 地域イントラネット基盤施設整備事業

○ 地域情報通信基盤整備推進交付金 （０６年度～）

法人税の特別償却（国税）法人税の特別償却（国税）

１．基盤法による支援策：
事業者に対する投資インセンティブ

１．基盤法による支援策：
事業者に対する投資インセンティブ

補助金補助金

地方財政措置地方財政措置

３．その他の方策３．その他の方策

・ 地方自治体の整備する光ファイバ網の民間開放の推進

⇒「地方自治体が整備・保有する光ファイバ網の電気通信事業者へ

の開放に関する標準手続」（０４年6月 総務省）の周知徹底 等

・ 有線・無線の連携による柔軟なネットワーク構築の促進

・ 需要喚起

・ 助成幅：最大2．0％
・ 助成後下限金利：一般地域 2．0％

条件不利地域 1．6％*
*：財投金利が1．6％を下回る場合は財投金利を適用

・ 金利：高度デジタル特利

特別交付税措置特別交付税措置

・ ブロードバンド・ゼロ地域を解消するため、ブロードバンドを整備しようとする民
間事業者に対し、市町村が補助する場合に、その経費の１／２を上限として
特別交付税の措置が可能

【参考】 移動通信用鉄塔施設整備事業

・ 携帯電話の利用可能な地域を拡大し、地域間の情報通信格差是正を図るため、
過疎地等において、市町村の通信用鉄塔施設の整備に対する支援



資料10

ＮＴＴ東
(100M)

(1)(2)

ｹｲｵﾌﾟﾃｨｺﾑ
(100M)

ＮＴＴ東
(100M)

(1)

USEN 
(100M)

ＮＴＴ東
(47M)

ＫＤＤＩ
(50M)

(3) (3)

ソフトバンクＢＢ
(50M)

ＫＤＤＩ
(5M)

イッツ・コム
(30M)

イッツ・コム
(8M)

主なブロードバンドの利用料金

ＦＴＴＨ（戸建） ＦＴＴＨ（集合住宅） ＡＤＳＬ CATVインターネット

注（１）ＢＢ．ｅｘｃｉｔｅをＩＳＰとした場合
注（２）８戸ユーザ以上の提供が可能な場合
注（３）ＩＰ電話基本料を含む ※電話基本料に関し、ADSLはNTT３級局の場合、FTTH・CATVインターネットはIP電話基本料。各種割引を考慮しない。

（出典：各社のウェブサイト）

（円/月）

(1)

6000

5000

4000

3000

2000

1000

0

5,985 4,900 3,570 2,980 3,465 4,206 3,969 2,908 4,095

1,050

6,５１0

4,095

5,200

3,505

5,250

5,991

5,754

4,693 4,389

1,344

ＩＰ電話基本料

インターネット料金

電話基本料 ＩＰ電話基本料

（０７年６月末時点）

(3)



資料11地上デジタル放送２０１１年デジタル化完全移行

2011年7月24日
デジタル化完了

現在のアナログ

放送完了

2011年までに
デジタル化完了

2011年
全加入世帯におい
て地上デジタル放
送視聴可能



資料12

伝送インフラのデジタル化やＩＰの広汎な普及により、情報通信産業が、コンテンツや伝送インフラなどのレイヤー毎にマーケットが

構築され、その中で事業者間の競争が行われる「横割り構造」に変化してきている。また、レイヤーを超えた事業統合・連携が進
展し、現在のいわゆる「縦割り規律」に基づく通信・放送法体系を抜本的に見直し、情報通信を、機能や求められる役割に基づ
き、「コンテンツ」、「プラットフォーム」、「伝送インフラ」の３つのレイヤーを基軸として分類し、それぞれの規律の内容について検討す
る。全体としても法技術的に可能な限り大括り化し、「情報通信法（仮称）」として一本化を目指す。

伝送インフラのデジタル化やＩＰの広汎な普及により、情報通信産業が、コンテンツや伝送インフラなどのレイヤー毎にマーケットが伝送インフラのデジタル化やＩＰの広汎な普及により、情報通信産業が、コンテンツや伝送インフラなどのレイヤー毎にマーケットが

構築され、その中で事業者間の競争が行われる「横割り構造」に変化してきている。また、レイヤーを超えた事業統合・連携が進構築され、その中で事業者間の競争が行われる「横割り構造」に変化してきている。また、レイヤーを超えた事業統合・連携が進
展し、現在のいわゆる「縦割り規律」に基づく通信・放送法体系を抜本的に見直し、情報通信を、機能や求められる役割に基づ展し、現在のいわゆる「縦割り規律」に基づく通信・放送法体系を抜本的に見直し、情報通信を、機能や求められる役割に基づ
き、「コンテンツ」、「プラットフォーム」、「伝送インフラ」の３つのレイヤーを基軸として分類し、それぞれの規律の内容について検討すき、「コンテンツ」、「プラットフォーム」、「伝送インフラ」の３つのレイヤーを基軸として分類し、それぞれの規律の内容について検討す
る。全体としても法技術的に可能な限り大括り化し、「情報通信法（仮称）」として一本化る。全体としても法技術的に可能な限り大括り化し、「情報通信法（仮称）」として一本化を目指す。を目指す。

通信・放送法制の抜本的再編

出典：通信・放送の総合的な法体系に関する研究会中間報告



資料13電気通信サービスの加入者数の推移

5 ,245

5 ,781 5 ,907 6 ,028 6 ,164 6 ,263 6 ,285 6 ,263 6 ,223 6 ,133 6 ,077 6 ,022 5 ,961
5 ,805

5 ,516

49 87 138 171 213
433

3 ,825

4 ,731

6 ,678

8 ,112

8 ,665

9 ,147

10 ,170 10 ,308

528
831

1 ,146
1 ,448 1 ,528

6 ,196
5 ,456 5 ,636

5 ,4225 ,685

1 ,171

2 ,691

9 ,648

7 ,482

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

90/3 91/3 92/3 93/3 94/3 95/3 96/3 97/3 98/3 99/3 00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/03 07/06

固定電話（加入電話＋ＩＳＤＮ）

移動電話（携帯電話＋ＰＨＳ）

ＩＰ電話（利用番号数）

（万加入）

固定電話と移動体合計の
契約数が逆転
（２０００年１１月）
移動：６，２８２万加入
固定：６，２１９万加入

出典：電気通信サービスの加入契約数の状況（総務省資料）
（年度/月）



資料14

（出典）平成１７年通信利用動向調査報告書世帯編

携帯電話とＰＨＳの人口普及率・世帯普及率の推移

79.6

75.5

71.6

67.9

63.7

58.8

0 20 40 60 80 100

平成１８年度末

平成１７年度末

平成１６年度末

平成１５年度末

平成１４年度末

平成１３年度末

（単位：％）

人口普及率 （※）
人口普及率人口普及率 （（※※））

世帯普及率世帯普及率世帯普及率

（総務省作成資料） （※）契約者数／人口 により算出



資料15携帯電話サービスの人口カバー率

地地 域域 割割 合合 エリア外人口エリア外人口

全全 国国 ９９．７％９９．７％ 約４１万人約４１万人

うち過疎地域うち過疎地域（注１）（注１） ９７．４％９７．４％ 約２６万人約２６万人

（０６年度末現在）

全居住人口に占めるエリア内居住人口の割合全居住人口に占めるエリア内居住人口の割合

（日本の国土面積は３８万平方キロメートルであり、３８万の１キロメッシュについて内外を判断したもの）

なお、０６度末現在における条件不利地域（注２）の人口カバー率（エリア外人口）について試算すると、９８．８％（約４０万人）。

注１：過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第２条第１項に規定する過疎地域をいう。
注２：過疎地、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯（それぞれ、これらの地域を定義する法律に基づく地域をいう。）

※※人口カバー率：人口カバー率：

１平方キロメートルのメッシュごとにエリアであるか否かを判断し、エリアとされたメッシュ内の居住人１平方キロメートルのメッシュごとにエリアであるか否かを判断し、エリアとされたメッシュ内の居住人
口を合計してエリア内人口とし、総人口に占める割合を算出したもの。口を合計してエリア内人口とし、総人口に占める割合を算出したもの。



資料16携帯電話サービスの人口カバー率及び未カバーエリア整備コスト

（０２年度末現在）

現在携帯電話サービスのエリア外となっている現在携帯電話サービスのエリア外となっている
居住地域のすべてにおいて整備を行う場合居住地域のすべてにおいて整備を行う場合

現在携帯電話サービスのエリア外となっている居住地域現在携帯電話サービスのエリア外となっている居住地域
（非居住地域を含む。）のすべてにおいて整備を行う場合（非居住地域を含む。）のすべてにおいて整備を行う場合

基地局数 約10,000施設～約20,000施設 約73,000施設～約147,000施設

施設整備費 約6,000億円～約1兆2,000億円 約4兆4,000億円～約8兆8,000億円

運用経費 年間約250億円～500億円 年間約1,800億円～約3,600億円

２．携帯電話のエリア整備に要する費用の試算

１．携帯電話のサービスエリアの整備状況

（備考）
・固定電話のエリアカバー率は１００％
・出典：携帯電話サービスにおけるエリア整備の在り方に関する調査研究報告書

「携帯電話サービスエリア整備の在り方について」（０３年3月）

全国平均全国平均 過疎地域過疎地域

昼間人口 99.0% 91.1%

夜間人口 98.7% 89.3%

世帯数 98.9% 89.4%



資料17

0

2,000

4,000

6,000

8,000

加入電話 携帯電話 光サービス ＡＤＳＬ

ブロードバンドサービス

固定電話・携帯電話・ブロードバンドの月額料金の比較（０５年ベース）

※ 加入電話は、ＮＴＴ東西（基本料・県内通話料）・ＮＴＴコム（県間通話料）の平均的な料金支払額の合計

携帯電話は、情報通信白書における１契約当り売上高

光サービスは、ＮＴＴ東西のＢフレッツ・ひかり電話の利用料とぷららのＩＳＰ利用料の合計

ＡＤＳＬは、ＮＴＴ東西の加入電話基本料及びＡＤＳＬ利用料（東４０Ｍ・西４７Ｍタイプ）とぷららのＩＳＰ利用料（ＩＰ電話料込み）の合計

（円／月・回線）

3,158円

6,769円
6,434円

5,296円

音声通話

音声通話

4,902円

データ

1,867円

音声通話

1,073円

データ

5,362円

音声通話

1,801円

データ

3,495円

（出典：ＮＴＴ資料）
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○1996年通信法に基づく制度改革（アクセスチャージの一部のユニバーサルサービス基金への移行、高度サービス支援
の創設など）により、1998年から基金総額が急上昇している。

○全般に増加傾向にあるものの、ILEC（既存地域電話会社）への支援や高度サービス 支援（学校や図書館、医療
機関向け支援）については支援額が頭打ちになっている。

○一方で、CETC（競争適格事業者）への支払が急増しており、2004年以降の基金増加の主因となっている。

○1996年通信法に基づく制度改革（アクセスチャージの一部のユニバーサルサービス基金への移行、高度サービス支援
の創設など）により、1998年から基金総額が急上昇している。

○全般に増加傾向にあるものの、ILEC（既存地域電話会社）への支援や高度サービス 支援（学校や図書館、医療
機関向け支援）については支援額が頭打ちになっている。

○一方で、CETC（競争適格事業者）への支払が急増しており、2004年以降の基金増加の主因となっている。

米国連邦ユニバーサルサービス基金の増加の経緯

19961996年通信法に基づく改革以降、基金額は急増年通信法に基づく改革以降、基金額は急増 近年では、競争近年では、競争ETCETC（大半がワイヤレス）の受給額が急増（大半がワイヤレス）の受給額が急増

出典：”Universal Service-Rural Infrastructure at Risk “McLean & Brown, April 2006
(Rel 2.0)
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見直しの具体的内容見直しの具体的内容

■07年5月、ユニバーサルサービス連邦・州合同委員会は、高コストサービス支援プログラムの長期的かつ総合的改革案についての
意見募集を実施。

① 高コスト支援を決定するための逆オークションの使用について
・Verizon及びCTIA並びにAllTelがこれまでに提出した具体的提案へのコメントを求める。また、その他新規の提案があるか。
・オークションされる地域の地理的範囲をどうするか。
・最低落札価格の設定方法をどうするか。
・最終提供事業者等の適格事業者に対する義務をどうするか。
・利用可能な合理的な価格を確保する方策はどうするか。 等

② 地域情報通信システム技術及びネットワークコストのモデル化
・より細かい単位での支援を可能にするための地理的情報システム技術やより緻密に支援額を算定するためのネットワーク・コスト・モデルの
採用、ユニバーサルサービス基金（USF）をブロードバンドの普及促進に用いるべきか否か 等

③ 支援の細分化
・現行制度上はルーラル事業者の高コスト支援等にのみ適用される支援地域の細分化をすべての事業者に求めるべきか。 等
・また、全ての事業者は当該細分化地域において回線単位ベースで支援を受けるべきか。

④ 競争的ETC支援の対象額の算定方法
・現行制度上では、CETCはILECが支援されるのと同額の支援を受けることとされている（「同等支援ルール」、すなわち「ポータブル・ルール」）
が、これに替えてCETC自らが自らのコストを証明する要件を課すこととすべきか。

・高コスト地域における複数ETCへの支援を行う際の方法はどうするべきか 等

⑤ ブロードバンドの普及を支援するために用いるべきか
・ブロードバンドをユニバーサルサービスとして支援を受けうるサービスに加えるべきか。また、そうする際の法的な障害はあるか。
・ブロードバンドを追加することによる支援総額に与える影響はあるか、また、高コスト支援とは別の分類として支援するべきかどうか。
・ブロードバンド普及促進のためのパイロットプログラムを検討するべきかどうか。 等

概 要概概 要要
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リバースオークション制度に関する最近の動向リバースオークション制度に関する最近の動向リバースオークション制度に関する最近の動向
■ 06年８月の意見募集は、同年10月にコメントが、同年11月にリプライコメントが締め切られている。RBOCやワイヤレス事業者な

どが概ね賛意を示す一方、ルーラル事業者を代表する団体からは反対意見が出ている。

【反対意見の主な内容】
○ オークション制度により、事業者は将来にわたって支援が受けられるという予測が困難となるため、投資意欲の抑制やサービス

品質の低下を招き、現行制度が保証する合理的で同等のサービスの確保を妨げる恐れがある。
○ 不正行為（談合等）が行われる可能性があり、オークション制度の公正な運営を保証するのは困難。
○ オークションの実施及び履行状況の監視は、多額の費用を要する複雑な業務。実際に運用するのは困難。

■ ＦＣＣは、07年2月にリバースオークションの導入の是非につき、関係者からヒアリングを実施。
○ CTIA--The Wireless Association

・競争-技術中立的なリバースオークションにより高コスト支援を行うことを支持。

○ Verizon
・ユニバーサルサービス制度の支援は、オークション又は競争的入札により改革が行われるべきである。

○ Dale Lehman, Alaska Pacific University
・ 複数の技術インフラがある中でオークションを実施する意義が明らかでない。既存の固定ネットワークはユニバーサルサービスを
提供するために設置されたものでユビキタスで高品質である。現時点では、どのようにコストを比較するのか不明確であり、ＩＬＥＣ
にとっては将来の投資が抑制されることとなる。

参 考参参 考考

○ 発展途上国においては、ユニバーサルサービス基金が（新規の）通信インフラ整備の目的で使用されている。このような場合には、適格事業者の

選定にオークション方式を用いることが一般的である。

○ チリ、ペルー、インドやパキスタンも入札制度を採用している。
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➢➢ ２００７年４月２６日２００７年４月２６日、バウチャー議員、テリー議員等が下院にて「ユニバーサルサービス改革法、バウチャー議員、テリー議員等が下院にて「ユニバーサルサービス改革法２００７２００７」（」（ＨＨ..ＲＲ..２０５４２０５４）を提出。）を提出。

➢➢ ２００７年２００７年年頭に上院で出されたスティーブン法と基本的に年頭に上院で出されたスティーブン法と基本的には同様の考え方となっているは同様の考え方となっている。。

米国議会の動き（下院）

法案の主な法案の主な概要概要

④競争中立性をユニバーサルサービス原則（法２５４条（ｂ））に追加④競争中立性をユニバーサルサービス原則（法２５４条（ｂ））に追加

☞ 電気通信事業者（Ｑｗｅｓｔ、ＡＴ&Ｔ、ＵＳＴＡ、ＡｌｌＴｅｌ等）は総じて賛意を表明。

①①拠出拠出ベースの拡大ベースの拡大

・ＶｏＩＰ及び州内通信からも基金に拠出

・ただし、拠出方法については、売上方式、番号方式、接続回線数又はそれらの組合わせとする等の判断はFCCに委任。

②支援額の制限②支援額の制限

・特定地域の既存事業者のコストに基づくのではなく、各事業者の実際のコストに基づくこととした上で、事業者のコストの増加を

反映可能とする「柔軟なキャップ」を課すこととする。

・適格事業者の指定基準をより厳格なものとし、①サービス提供地域全体の指定を受けること（虫食い的な適格事業者指定を

排除）、②州の最終サービス提供者要件を満たすこと、③ライフライン及びリンクアップサービスも合わせて提供すること、を追加。

③ブロードバンド普及支援③ブロードバンド普及支援

・ユニバーサルサービス支援を当該事業者のブロードバンドネットワークの構築に用いることを認めるとともに、原則５年以内に

最低１Mbpsの下りスピードのサービスを利用者に提供するとの要件を課すこと。

関係者の反応関係者の反応
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■ ＥＵにおいても、モバイルやブロードバンドなどの新しいサービスをユニバーサルサービスの対象とすることの是非、現行のユニバーサルサービスの削除や
負担財源の変更について、制度の見直しの議論が行われている。

■ 欧州委員会は、05年5月にユニバーサルサービスの範囲見直しについて意見募集を行い、 06年4月にその見直しの結果について報告書を発表。ユ
ニバーサルサービスの範囲に変更を加えないこととした。

■ 欧州委員会は、06年6月に、「2002年電子通信規制の枠組み」の見直しについて意見募集を実施。ユニバーサルサービス制度についても、これまで
の議論を踏まえ見直しを提案。同意見募集において、07年に21世紀におけるユニバーサルサービスの在り方に関するさらに幅広い論点を取り扱うグ
リーンペーパーを公表することを明示している。

0606年６月の意見募集の概要年６月の意見募集の概要

【改正提案】

○ 消費者保護の強化

ユニバーサルサービスの見直し / ネットワークのアクセス回線の提供者とサービスの提供者への義務の分離

・ 現行のユニバーサルサービス指令は、垂直的に統合された事業者がネットワークアクセスと音声電話サービスの両方が提供するという伝統的なモデルに基づいている。ネット
ワークがＩＰ化すると、音声サービスはＩＰネットワーク上のアプリケーションの一つとなり、ＩＰ接続する誰もが競争的な音声サービス事業者を選択可能となる。

・ 現行のユニバーサルサービス指令について、ＩＰ化への移行を踏まえ、ネットワークのアクセス回線の提供者とサービスの提供者への義務の分離を導入する。この改正によりユニ
バーサルサービスの範囲とユーザへの提供には影響しないが、電話サービスとネットワークアクセスの提供義務について将来の見直し議論を促進する。

・ 番号案内サービスは競争的な市場により提供されてきており、また、インターネットによる番号案内も発達してきているため、電話帳及び番号案内サービスをユニバーサルサー
ビスの範囲から除外することを提案する。ただし、ネットワークオペレータによる番号データの卸提供義務については維持される。

【影響評価】

○ 消費者保護とユニバーサルサービス

政策オプションと次の段階

・ ユニバーサルサービス制度の政策オプションとしては、ユニバーサルサービス条項を完全に削除し、全般的な消費者保護に関する法律に委ねることや、他方、現行制度以上に
ユニバーサルサービスの範囲を拡大することなど広範囲に及ぶ。

・ 例えば、ユニバーサルサービスの範囲の問題は、その財源と密接に関連するものであり、ユニバーサルサービスのコストは国又は事業者のいずれが負担すべきか、という問題もあ
る。

・ これらの問題に関し、ＥＣは広範な議論が必要と考えており、０７年に、グリーンペーパを公表することとしており、これを踏まえて０８年に法制化を検討する。

意見募集においては、意見募集においては、The Staff Working DocumentThe Staff Working Documentとして、より詳細な改正提案を記述したとして、より詳細な改正提案を記述したProposed ChangesProposed Changes（改正提案）と（改正提案）と 様々な政策オプションについて様々な政策オプションについて
影響を分析した影響を分析したImpact AssessmentImpact Assessment（影響評価）についても意見募集を実施。（影響評価）についても意見募集を実施。
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ユニバーサルアクセスの概念の検討

■ 検討に際しては、例えば「ユニバーサルサービス」というサービス概念を改め、ブロードバンドサービスへのアクセスについて、地域間格差なく誰もが利用可

能な条件で享受できる社会を確保するという「ユニバーサルアクセス」の概念を含め、今後更に検討を深めていくことが適当「ユニバーサルアクセス」の概念を含め、今後更に検討を深めていくことが適当。。

■ ユニバーサルアクセスの考え方ついては今後更に検討を深めていく必要があるが、例えば、「加入電話サービス」や「ＩＰ電話サービス」といったサービスの種

類に関わらず、アクセス網を経由して一定の要件を満たすサービスを利用可能な場合、不採算地域における当該アクセス網の維持費用の一部をユニバー

サルサービス制度の補てん対象とする技術中立的な考え方。

① ＩＰ化が進展する中で固定・移動という市場区分の垣根が失われていくＩＰ化が進展する中で固定・移動という市場区分の垣根が失われていく中、中、ユニバーサルアクセスの概念にモビリティを有するサービスを含むとすれば、「あまユニバーサルアクセスの概念にモビリティを有するサービスを含むとすれば、「あま

ねく提供」されているという考え方をどのように定義するか。ねく提供」されているという考え方をどのように定義するか。

○ 現在の固定電話の場合は、電話サービスの利用場所が明確に特定されるが、モビリティのあるサービスの場合はこうした制約条件が存在しない。

○ このため、モビリティを有するサービスの提供範囲に関し、地域間格差なく利用できるというユニバーサル性の観点から、どのような基準（業務区域）が

十分条件として求められるかという点について検討が必要。

② 伝送形態を特定することなくブロードバンドサービスへのアクセス可能な手段をすべてユニバーサルサービス制度による伝送形態を特定することなくブロードバンドサービスへのアクセス可能な手段をすべてユニバーサルサービス制度による補てん補てん対象とすると、複数のサービス対象とすると、複数のサービス

提供事業者が重複する形で提供している場合も当該制度の提供事業者が重複する形で提供している場合も当該制度の補てん補てん対象となる可能性。対象となる可能性。

○ この場合、当該制度による補てん額が膨らむこととなり、制度設計の在り方如何によっては、電気通信事業者、ひいては利用者の負担が著しく増大

する可能性。

○ このため、真に確保されるべきブロードバンドアクセスとはどのようなものか、その要件について厳格化を図るとともに、コスト算定モデルの在り方についても

併せて検討を行うことが必要。

③ 異なるサービスごとに料金水準や普及度が異なる（現行の固定電話は全国一律料金）ため、ユニバーサルサービスの構成要件である料金の低廉異なるサービスごとに料金水準や普及度が異なる（現行の固定電話は全国一律料金）ため、ユニバーサルサービスの構成要件である料金の低廉性につ性につ

いて、いかなる判断基準を採用することが適当か検討が必要いて、いかなる判断基準を採用することが適当か検討が必要。。

○ 特にブロードバンドサービスの場合は、バンドル型の定額制料金により利用料金が徴収されており、当該サービスを提供するためのどの部分がユニバー

サルサービス制度の補てん対象として特定されるのか、その方法論について検討を行うことが必要。

検討に際しての留意事項

(出典)ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会報告書（０６年９月）
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１．基礎的電気通信役務の提供の業務に関する収支の状況その他総務省令で定める事項を公表していること。（電気通信事業法第108条第1項第1号）１．基礎的電気通信役務の提供の業務に関する収支の状況その他総務省令で定める事項を公表していること。（電気通信事業法第１．基礎的電気通信役務の提供の業務に関する収支の状況その他総務省令で定める事項を公表していること。（電気通信事業法第108108条第条第11項第項第11号）号）

２．基礎的電気通信役務を提供するために設置している設備が第一種指定電気通信設備及び第二種指定電気通信設備以外の電気通信設備であると
き、他事業者の設備との接続に関し、接続約款を定めこれを公表していること。（電気通信事業法第108条第1項第2号）

２．基礎的電気通信役務を提供するために設置している設備が第一種指定電気通信設備及び第二種指定電気通信設備以外の電気通信設備である２．基礎的電気通信役務を提供するために設置している設備が第一種指定電気通信設備及び第二種指定電気通信設備以外の電気通信設備であるとと
き、他事業者の設備との接続に関し、接続約款を定めこれを公表していること。（電気通信事業法第き、他事業者の設備との接続に関し、接続約款を定めこれを公表していること。（電気通信事業法第108108条第条第11項第項第22号）号）

適格電気通信事業者の指定基準

３．基礎的電気通信役務の提供に係る業務区域の範囲が総務省令で定める基準に適合するものであること。（電気通信事業法108条第1項第3号）３．基礎的電気通信役務の提供に係る業務区域の範囲が総務省令で定める基準に適合するものであること。（電気通信事業法３．基礎的電気通信役務の提供に係る業務区域の範囲が総務省令で定める基準に適合するものであること。（電気通信事業法108108条第条第11項第項第33号）号）

○０５年度ユニバーサルサービス収支表 （単位：百万円）

NTTNTT東日本東日本 NTTNTT西日本西日本

４．適格電気通信事業者の指定は、省令で定める種別ごとに行うこと。（電気通信事業法第108条第2項）４．４．適格適格電気通信電気通信事業者の指定は、省令で定める種別ごとに行うこと事業者の指定は、省令で定める種別ごとに行うこと。。（（電気通信事業法第電気通信事業法第108108条第条第22項）項）

業務区域について業務区域について

原則、各都道府県の区域において役務提供が可能な世帯数の割合が100%であること。

ユニバーサルサービス制度によりこの赤字（約５１８億円））の一部を補てんユニバーサルサービス制度によりこの赤字（約５１８億円））の一部を補てん

加入電話

基本料

緊急通報

第一種公衆電話

市内通信

離島特例通信

緊急通報

合計

営業収益

521,510

521,510

1,821

3

1,825

523,335

548,265

547,725

4,483

9

4,495

552,760

営業費用

539

2

営業損益

▲26,754

▲539

▲26,214

▲2,661

▲6

▲2

▲2,670

▲29,424

営業収益

523,460

523,460

970

4

975

524,435

543,931

543,039

2,887

12

2,902

546,834

営業費用

892

2

営業損益

▲20,471

▲892

▲19,579

▲1,916

▲7

▲2

▲1,926

▲22,398



資料25ユニバーサルサービスの提供主体

日本電信電話公社（1952年8月～）日本電信電話公社（日本電信電話公社（19521952年年88月～）月～）

西日本電信電話株式会社西日本西日本電信電話株式会社電信電話株式会社東日本電信電話株式会社東日本東日本電信電話株式会社電信電話株式会社

旧公衆電気通信法（昭和28年法律第97号）抄

（目的）

第一条 この法律は、日本電信電話公社及び国際電信電話株式会社が迅速且つ確実な公衆電気通信役務を合理的な料金で、あまねく、
且つ、公平に提供することを図ることによつて、公共の福祉を増進することを目的とする。

旧公衆電気通信法（昭和28年法律第97号）抄

（目的）

第一条 この法律は、日本電信電話公社及び国際電信電話株式会社が迅速且つ確実な公衆電気通信役務を合理的な料金で、あまねく、
且つ、公平に提供することを図ることによつて、公共の福祉を増進することを目的とする。

日本電信電話株式会社法（昭和59年法律第85号）抄

（責務）
第二条 会社は、前条の事業を営むに当たつては、常に経営が適切かつ効率的に行われるように配意し、国民生活に不可欠な電話の役務
を適切な条件で公平に提供することにより、当該役務のあまねく日本全国における安定的な供給の確保に寄与するとともに、（中略）努めな
ければならない。

日本電信電話株式会社法（昭和59年法律第85号）抄

（責務）
第二条 会社は、前条の事業を営むに当たつては、常に経営が適切かつ効率的に行われるように配意し、国民生活に不可欠な電話の役務
を適切な条件で公平に提供することにより、当該役務のあまねく日本全国における安定的な供給の確保に寄与するとともに、（中略）努めな
ければならない。

日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和59年法律第85号）抄

（責務）
第三条 会社及び地域会社は、それぞれの事業を営むに当たつては、常に経営が適切かつ効率的に行われるように配意し、国民生活に
不可欠な電話の役務のあまねく日本全国における適切、公平かつ安定的な供給の確保に寄与するとともに、（中略）努めなければならな
い。

日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和59年法律第85号）抄

（責務）
第三条 会社及び地域会社は、それぞれの事業を営むに当たつては、常に経営が適切かつ効率的に行われるように配意し、国民生活に
不可欠な電話の役務のあまねく日本全国における適切、公平かつ安定的な供給の確保に寄与するとともに、（中略）努めなければならな
い。

電気通信事業法（昭和59年法律第86号）抄

（基礎的電気通信役務の提供）
第七条 基礎的電気通信役務（国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべきものとして総務省令で定め
る電気通信役務をいう。以下同じ。）を提供する電気通信事業者は、その適切、公平かつ安定的な提供に努めなければならない。

電気通信事業法（昭和59年法律第86号）抄

（基礎的電気通信役務の提供）
第七条 基礎的電気通信役務（国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確保されるべきものとして総務省令で定め
る電気通信役務をいう。以下同じ。）を提供する電気通信事業者は、その適切、公平かつ安定的な提供に努めなければならない。

適格電気通信事業者の指定（2006年3月）適格電気通信事業者の指定（適格電気通信事業者の指定（20062006年年33月月））

日本電信電話株式会社日本日本電信電話株式会社電信電話株式会社

（1999年7月～）

日本電信電話株式会社（1985年4月～）日本電信電話株式会社（日本電信電話株式会社（19851985年年44月～）月～）

ユニバーサルサービス

の提供責務

ユニバーサルサービス

の提供責務

ユニバーサルサービス

の確保のための仕組み

ユニバーサルサービス

の確保のための仕組み



資料26公衆電話の設置状況等

第一種公衆電話第一種公衆電話

・ 第一種公衆電話の設置状況が、市街地においてはおおむね500m四方に1台、それ以外の地域においてはおおむね1km四方に

1台の基準により設置されること。

・ 都道府県ごとに、当該都道府県の市街地に係る2分の1地域メッシュ（500m四方）の数及び当該都道府県の市街地以外の

地域に係る基準地域メッシュ（1ｋｍ四方）の数の合計数に当該都道府県ごとのメッシュカバー率を乗じて得た数を下回らないこと。

（注）補てん対象とならない公衆電話は第二種公衆電話と呼称される。
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資料27地方公共団体によるブロードバンド整備について①

IRU 契約を締結することにより光ファイバ等を貸し付ける場合は、借り手である電気通信事業者が電気通信回線設備を支配
・管理するものとして規律されることとなり、貸し手である設備の所有者（地方公共団体）は、電気通信事業法・有線電気通信
法（昭和28 年法律第96 号）の規定に基づく登録又は届出等を行う必要はない。

IRU により借り手が設備を支配・管理していると認められるためには、その契約において、以下の要件が充足されていることが必要。

ⅰ) 使用権を取得する電気通信事業者の同意なしに契約を破棄することができないこと。
ⅱ) 使用期間全体にわたる合理的な使用料金の設定がされていること。
ⅲ) 電気通信回線設備所有者によって対象物件に第三者担保権が設定されていないこと。
ⅳ) 使用契約期間について、使用契約が安定的であると認められる以下のいずれかの要件を満たしていること。

ア) 使用契約期間が10 年以上であること。
イ) 使用契約期間が1 年以上であり、かつ、契約書等において、以下の点が確認されていること。

ただし、使用契約期間の累計が10 年を超える場合における当該超える部分に相当する契約については、この限りでない。
A 契約の自動更新の定めがあること。
B 電気通信事業者の同意がない限り、更新を拒否することができないこと。

ウ) その他ア)、イ)に類する特別の事情があると認められるものであること。

地方公共団体地方公共団体 ②光ファイバ等の貸与

①IRU契約の締結

（詳細については、「電気通信事業者のネットワーク構築マニュアル」参照。

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/japanese/misc/NetWork-Manual/index.html ）

➢ 地方公共団体が、IRU 契約に基づき、電気通信事業者に対して光ファイバ等を貸与するスキーム➢ 地方公共団体が、IRU 契約に基づき、電気通信事業者に対して光ファイバ等を貸与するスキーム

IRUIRUによる開放スキームによる開放スキーム

電気通信事業者電気通信事業者

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/japanese/misc/NetWork-Manual/index.html


資料28地方公共団体によるブロードバンド整備について②

光ファイバ網を整備・保有する地方公共団体が電気通信事業者として、他の電気通信事業者に対して、卸電気通
信役務の提供を行うもの。（電気通信事業への参入に係る手続については、「電気通信事業参入マニュアル」参照。
http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/japanese/misc/Entry-Manual/TBmanual02/entry02.pdf ）

電気通信事業者電気通信事業者

総務大臣

①電気通信事業
者の登録または
届出

②卸電気通信役務の提供

卸電気通信役務の提供スキーム卸電気通信役務の提供スキーム

➢ 地方公共団体が電気通信事業の登録又は届出を行い、他の電気通信事業者への卸電気
通信役務の提供を行うスキーム

➢ 地方公共団体が電気通信事業の登録又は届出を行い、他の電気通信事業者への卸電気
通信役務の提供を行うスキーム

地方公共団体地方公共団体



資料29米国における適格電気通信事業者の指定要件（通信法第２１４条）

米国では、各地域において複数の適格電気通信事業者が並存できる仕組みを導入

１．適格電気通信事業者の指定

州の委員会は、自らの発議または要請に基づき、州の委員会が指定したサービス地域について、２．の要件を満たす公衆通信事業者を適格電気
通信事業者として指定する必要がある。適格電気通信事業者を複数指定することについて、ルーラル地域の電話会社のサービス提供地域について
は任意、それ以外の地域は必須。指定された事業者は、当該地域に対するユニバーサルサービス提供義務を負う。

２．適格電気通信事業者の要件

適格に指定された通信事業者は、州の委員会から指定を受けた業務区域全体を対象に、以下のことを行う必要がある。
① 自らの施設によるかまたは自らの施設と他の事業者のサービスの再販を組合せによるかのいずれかによってユニバーサルサービスを提供すること。
② 一般に提供されている媒体を通して、当該サービスの利用可能性と料金を広告すること

３．ユニバーサルサービス提供の放棄

州の委員会は２以上のユニバーサルサービス提供事業者が存在する地域においては、当該地域の適格電気通信事業者から適格電気通信事業
者の指定を放棄したい旨の申出があった場合、これを許可しなければならない。

指定や放棄の判断は、州委員会の裁量による。ただし、州委員会が管轄権を持たない事業者の場合は、FCCがこれを指定することができる。
・ 適格電気通信事業者が１社しか存在しない地域において、当該事業者はユニバーサルサービス提供を放棄できない。
・ 適格電気通信事業者が２以上存在する地域では、当該事業者はユニバーサルサービスの提供を放棄することができるが、

その際には、州委員会が、残った適格電気通信事業者がすべての顧客を引き継げるよう措置する。

◆◆ 通信法第２１４条の規定通信法第２１４条の規定

（１）通信法第214条（ｅ）項（ユニバーサルサービス）においては、適格事業者が１社しかいない場合には、撤退は認められていない。また、
サービス未提供地域については、州公益事業委員会等が最適な提供事業者を指定し、当該サービス未提供地域へのサービス提供を
命令することとなっている。

（２）エンドユーザーの保護という観点から、一般的な退出の規律としては、

① 退出に関し、顧客に対し、書面による通告を実施。

② 顧客は当該事業者の撤退に対しＦＣＣに意見提出が認められている。

③ その後、退出に当たってはＦＣＣからの許可が必要。

④ 当該許可が公告後最低３１日間はサービス停止は禁止、ＦＣＣはこの期間の延長可能。



資料30コスト負担の方法

適格電気通信事業者

（ＮＴＴ東西）

負担対象事業者

◎

■適格電気通信事業者の
電気通信設備と直接又は
間接に接続する電気通信
事業者等

（電気通信事業法第110条第1項）

■前年度の事業収益が１０億
円超

（電気通信事業法第１１０条第１項、
同法施行令第２条第１項）

基礎的電気通信役務
支援機関

電気通信番号の稼働数に
応じて納付

（算定規則第２７条第１項）

携帯電話事業者

ＩＰ電話事業者

コスト負担を番号数比とした理由コスト負担を番号数比とした理由

①① 現行制度においては、現行制度においては、NTTNTT東西の加入電話と相互接続可能東西の加入電話と相互接続可能であることがであることが番号付与の条件番号付与の条件として規定されていること。として規定されていること。

②② 電話の役務の利用者数を増加させ電話の役務の利用者数を増加させ番号を利用すればするほど負担が増加番号を利用すればするほど負担が増加することから、することから、受益者負担制度の趣旨受益者負担制度の趣旨に沿ったものであること。に沿ったものであること。

③③ 各接続電気通信事業者等の使用する電気通信番号数は各接続電気通信事業者等の使用する電気通信番号数は外形的な把握が容易であり、検証可能性、簡素性に優れている外形的な把握が容易であり、検証可能性、簡素性に優れていること。こと。

④④ 拠出事業者の拠出額次第では、利用者に保有番号総数を抑制するインセンティブを与え、その結果として競争中立性に影響が及ぶ可能性がある拠出事業者の拠出額次第では、利用者に保有番号総数を抑制するインセンティブを与え、その結果として競争中立性に影響が及ぶ可能性があるが、が、
現時点における拠出総額の推計額等から試算される番号当たりの拠出額を前提とすると、そのような影響は小さいと考えられること。現時点における拠出総額の推計額等から試算される番号当たりの拠出額を前提とすると、そのような影響は小さいと考えられること。

(出典)「ユニバーサルサービス基金制度の在り方」（０５年１０月）情報通信審議会答申

負担金納付

コスト負担の仕組みコスト負担の仕組み

※ 各負担対象事業者の負担金額の電気通信事業収益に占める割合は、
３％を限度とする。

（電気通信事業法第１１０条第１項ただし書、同法施行令第２条第２項）

固定電話事業者

◎
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